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(57)【要約】
【課題】センサ範囲に悪影響を及ぼすことなく近接セン
サの嵌込可能性を改善する。
【解決手段】軟鋼取付板（２）内に嵌め込む誘導近接セ
ンサは前面にセンシング面（４）を形成する合成材料の
前壁（１６）を有する筺体と、１よりも大きい比透磁率
を有する材料で作られたコア（９）付きセンサコイル（
７）を含みコイルの磁界がターゲット（６）へ向かうよ
うに配置された発振器（１０）と、センシング面（４）
に垂直にコア（９）を取り囲んで配置された中空円筒金
属部材（３）と、渦電流による発振器（１０）の減衰を
測定する測定回路（１１）と、を含み、センサの嵌込可
能性を改善するために、コア（９）は１５μΩ・ｃｍよ
りも低い電気抵抗率と４０μｍよりも小さい厚さを有す
る金属層により半径方向に囲まれている。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　金属取付板（２）内に嵌め込む誘導近接センサ（１）であって、前端にセンシング面（
４）を形成する合成材料の前壁（１６）を有する筺体と、前壁（１６）の後ろで筺体内に
配置される１よりも大きい比透磁率を有する材料、典型的にはフェライト、により構成さ
れるコア（９）付きセンサコイル（７）を含む発振器（１０）であって、コア（９）の開
放側がコイルの磁界をセンシング面（４）の前のターゲット（６）へ向けるためにセンシ
ング面（４）へ向けられるようにした発振器（１０）と、センシング面（４）に垂直にか
つコア（９）を取り囲んで配置された中空円筒金属部材と、渦電流による発振器（１０）
の減衰を測定する測定回路（１１）と、を含み、
　コア（９）は１５μΩ・ｃｍよりも小さい電気抵抗率と４０μｍよりも小さい厚さを有
する金属層（１８、１８”）により半径方向に取り囲まれている、ことを特徴とする誘導
近接センサ。
【請求項２】
　層（１８、１８”）は非強磁性金属により構成されることを特徴とする請求項１記載の
誘導近接センサ。
【請求項３】
　層（１８、１８”）は金属部材およびコア間に配置されることを特徴とする請求項１ま
たは２記載の誘導近接センサ。
【請求項４】
　金属部材は金属スリーブ（３）であり、コア（９）はこのスリーブ（３）内に配置され
ることを特徴とする請求項１から３のいずれかに記載の誘導近接センサ。
【請求項５】
　前壁は筺体キャップ（１５）の底（１６）であり、キャップ（１５）の周壁（１７）は
スリーブ（３’、３”）およびコア（９）間の間隙内へ延びておりそして層（１８”）は
この壁（１７）の内面上に配置されることを特徴とする請求項４記載の誘導近接センサ。
【請求項６】
　層（１８、１８”）は金属被覆であることを特徴とする請求項１から５のいずれかに記
載の誘導近接センサ。
【請求項７】
　層（１８、１８”）の厚さは発振器（１０）の動作周波数における層材料の表皮深さの
半分よりも小さく、好ましくは、この表皮深さの３０％よりも小さいことを特徴とする請
求項１から６の１項記載の誘導近接センサ。
【請求項８】
　測定回路（１１）は減衰が０．１（１０％）以下の減衰に対応する基準閾値を超えると
すぐにセンサ回路の出力信号を変えるようにされていることを特徴とする請求項１から７
の１項記載の誘導近接センサ。
【請求項９】
　層（１８、１８”）の厚さは、軟鋼ターゲット（６）に対して、渦電流により生じる減
衰がセンサの嵌込状態における基準閾値に対応するセンシング面（４）とターゲット（６
）間の距離が、センサの非嵌込状態における同じ距離から最大３０％、好ましくは、最大
２０％しか違わないようにされていることを特徴とする請求項８記載の誘導近接センサ。
【請求項１０】
　金属取付板（２）内に嵌め込む誘導近接センサ（１）であって、前端にセンシング面（
４）を形成する合成材料の前壁（１６）を有する筺体と、前壁（１６）の後ろで筺体内に
配置される１よりも大きい比透磁率を有する材料、典型的にはフェライト、により構成さ
れるコア（９）付きセンサコイル（７）を含む発振器（１０）であって、コア（９）の開
放側がコイルの磁界をセンシング面（４）の前のターゲット（６）へ向けるためにセンシ
ング面（４）へ向けられるようにした発振器（１０）と、センシング面（４）に垂直にか
つコア（９）を取り囲んで配置された中空円筒金属部材（３）と、渦電流による発振器（
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１０）の減衰を測定する測定回路（１１）と、を含み、
　金属部材（３）は１５μΩ・ｃｍから５０μΩ・ｃｍの電気抵抗率を有する非強磁性材
料により構成される、ことを特徴とする誘導近接センサ。
【請求項１１】
　金属部材は金属スリーブ（３）でありコア（９）はこのスリーブ（３）内に配置される
ことを特徴とする請求項１０記載の近接センサ。
【請求項１２】
　測定回路（１１）は減衰が１０％以下の減衰に対応する予め定められた基準閾値を超え
るとすぐにセンサ回路の出力信号を変えるようにされていることを特徴とする請求項１０
または１１記載の近接センサ。
【請求項１３】
　コア（９）を取り囲むスリーブ部の電気抵抗率は、軟鋼ターゲット（６）に対して、渦
電流により生じる減衰がセンサの嵌込状態における基準閾値に対応するセンシング面（４
）とターゲット（６）間の距離がセンサの非嵌込状態における同じ距離から最大３０％、
好ましくは、最大２０％しか違わないようにされていることを特徴とする請求項１２記載
の近接センサ。
【請求項１４】
　請求項１から９のいずれかに記載の近接センサの設計方法であって、センサ（１）およ
びそのセンシング面（４）の前の固定距離に配置された軟鋼ターゲット（６）を含む構成
において、発振器（１０）の減衰がセンサ（１）の嵌込状態およびセンサ（１）の非嵌込
状態において求められ、求められた減衰が両方の状態において同じでなければ、金属層（
１８、１８”）の厚さが増分調節され、嵌込状態における減衰が非嵌込状態における減衰
と実質的に等しくなる層（１８、１８”）の厚さを求めるためにこれらのステップが１回
以上繰り返されることを特徴とする設計方法。
【請求項１５】
　請求項１０から１３のいずれかに記載の近接センサの設計方法であって、センサ（１）
およびそのセンシング面（４）の前の固定距離に配置された軟鋼ターゲット（６）を含む
構成において、発振器（１０）の減衰がセンサ（１）の嵌込状態およびセンサ（１）の非
嵌込状態において求められ、求められた減衰が両方の状態において同じでなければ、コア
（９）を取り囲む金属部材の電気抵抗率が増分調節され、嵌込状態における減衰が非嵌込
状態における減衰と実質的に等しくなる前記金属部材の電気抵抗率を求めるためにこれら
のステップが１回以上繰り返されることを特徴とする設計方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は請求項１または９の前文に記載された金属取付板に嵌め込む誘導近接センサお
よびその設計方法に関連する。
【背景技術】
【０００２】
　近接センサはセンサコイル付きＲＬＣ発振器を含み、その磁界はターゲット内に渦電流
を生じる。これらの渦電流により生じる電力損失はセンサとターゲット間の距離が減少す
るにつれ発振器を漸次減衰させる負荷を現わす。
【０００３】
　発振器がその蓄積エネルギを消散させる割合の測度は品質係数Ｑであり、それはサイク
ル当たり消散エネルギに対する蓄積エネルギの比の２π倍である。誘導近接センサの発振
システムの最大品質係数Ｑｍａｘはセンサの非嵌込状態においてターゲットが存在しない
時に測定される。作動において、品質係数Ｑは取付板および／またはターゲット内の渦電
流損失により低下する。品質係数Ｑを最大品質係数Ｑｍａｘに正規化して、相対的品質係
数Ｑｒｅｌが次のように定義される。
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【数１】

【０００４】
　センサの環境内に磁界影響体が存在しなければ、ＱはＱｍａｘに等しくしたがってＱｒ

ｅｌは１に等しい。品質係数Ｑに関して前記したことは相対的品質係数Ｑｒｅｌにも当て
はまり、それは取付板および／またはターゲット内の渦電流損失によりサイクル当たり消
散エネルギが増加する事実により低下する。この低下量は発振器の減衰の測度である。

【数２】

【０００５】
　センサ回路はこの減衰の関数である出力信号を発生するようにされた測定回路を含んで
いる。
【０００６】
　スイッチングおよびアナログ誘導近接センサは区別される。近接スイッチの測定回路は
減衰が、ここでは動作閾値とも呼ばれる、基準閾値に達するとすぐに出力信号を１つの状
態からもう１つの状態へ切り替えるようにされているが、アナログ近接センサの測定回路
は、基準閾値を超える減衰に対しては、発振器減衰の単調関数である出力信号を発生する
ようにされている。
【０００７】
　センサの筺体の外面はコアによりセンサコイルの磁界がそこへ向けられるセンシング面
（ｓｅｎｓｉｎｇ　ｆａｃｅ）を含んでいる。ターゲット距離はこのセンシング面からタ
ーゲットまでの距離であり、センサの範囲はセンサの出力信号に変化を生じるためにこの
ターゲット距離を減少させる（ターゲットをセンシング面に近づけて）必要がある値であ
る。このように定義されるセンサ範囲はセンサが近接スイッチであれば動作範囲と呼ばれ
る。センサのデータシート内に明記された範囲は定格範囲と呼ばれる。センサの実際の範
囲は、たとえば、製造公差によりその定格範囲を逸脱することがある。
【０００８】
　センサ範囲の測定および明記の基礎として、国際標準ＩＥＣ６０９４７－５－２は使用
すべきターゲットの材料を規定している。標準ターゲットは厚さが１ｍｍで側面の長さが
センシング面の直径またはセンサの定格範囲の３倍の、どちらか大きい方に等しい正方形
の軟鋼板である。
【０００９】
　誘導近接センサの範囲とその嵌込可能性は逆関係にある。ターゲット距離が大きいほど
ターゲット内の渦電流損は小さく、発振器減衰に対して決定される渦電流損の総量に対す
る取付板内の渦電流損のインパクトが増大する。
【００１０】
　センサの範囲を拡大するために、その基準閾値が低減される。下記の表において、およ
そ３５％の基準閾値により得られる標準ＩＥＣ６０９４７－５－２に明記されている嵌込
可能近接スイッチの定格動作距離が僅か１０％の基準閾値により特徴づけられる対応する
サイズの先端技術の近接スイッチの測定された動作距離と比較される。
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【表１】

【００１１】
　この表において、センサのサイズはセンサの筺体を形成する外側にねじが切られたスリ
ーブの直径により明記される。
【００１２】
　長距離近接センサは１０％以下の基準閾値により特徴づけられる。基準閾値を１０％よ
りも低く低減することにより、さらに長距離のセンサを実現することができる。５％より
も低い基準閾値を有する長距離センサが従来技術で知られている。前記した表の右列内の
値に基づいて、長距離センサの最少範囲Ｓｍｉｎは次式を使用して近似的に求めることが
でき、

【数３】

ここに、ｄはセンサの筺体スリーブの外径（ｍｍ）であり、Ｓｍｉｎはセンサ範囲（ｍｍ
）である。
【００１３】
　嵌込状態の取付板により生じる減衰はセンサの基準閾値とほぼ一致するかまたはそれを
超えるため、通常の長距離センサは鋼取付板内に完全に嵌め込むことはできず、特に、任
意のスイッチング型近接センサを作動不能とする。
【００１４】
　取付板の影響を緩和するために、コイルおよびコアを取り囲むシールド・スカートを使
用してセンサ磁界が取付板に達するのを防止することが特許文献１で示唆されている。交
番磁界に対してシールドとして作用するように設計された金属層は磁界の発振周波数にお
いて層材料の表皮深さと少なくとも同じ厚さであり、好ましくはそれより厚い。材料の表
皮深さは次式から計算することができ、

【数４】

ここに、ρは材料の抵抗率［Ω・ｍ］、
　　　　ｆは磁界の角周波数［Ｈｚ］、
　　　　μ０は自由空間の透磁率［Ｎ／Ａ２］、
　　　　μｒは材料の比透磁率である。
【００１５】
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　たとえば、１ＭＨｚの周波数における銅の表皮深さは６６μｍである。コア付センサコ
イルを有するセンサの動作周波数は長い動作距離に達するために好ましくは５０ｋＨｚよ
りも高いが、それは一般的には１ＭＨｚよりも低く、したがって、コアを取り囲む銅層は
シールドとして作用するためにより厚くなければならない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１６】
【特許文献１】独国特許出願第ＤＥ３４３８９９８号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１７】
　センサ範囲に逆影響を及ぼすことなく近接センサの嵌込可能性を改善することが本発明
の目的である。
【課題を解決するための手段】
【００１８】
　この目的は請求項１または９記載の嵌込可能近接センサおよび請求項１３または１４記
載のこのようなセンサの設計方法により達成される。
【００１９】
　本発明の好ましい特徴は従属項に明記されている。
【００２０】
　以下に、添付図に示す好ましい実施例と共に本発明が詳細に説明される。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】取付板内に同一平面に取り付けられた誘導近接センサの斜視図である。
【図２】図１に従って取付板内に取り付けられたセンサおよびセンサ前方のターゲットを
含む構成の略図である。
【図３】ターゲット距離ｘの関数として図２に示すセンサの発振器の相対品質係数Ｑｒｅ

ｌのグラフを示す図である。
【図４】ＦＥＭシミュレーション用モデルのジオメトリを規定するターゲット、取付板、
センサを含む構成を示す図である。
【図５】図４に従ったジオメトリを有するセンサの有限要素法（ＦＥＭ）シミュレーショ
ンにより計算された総渦電流損のグラフを示す図である。
【図６】誘導近接センサの前部の縦断面図を拡大縮尺で示す図である。
【図７】図６のセンサの代替実施例の前部を示す図である。
【実施例】
【００２２】
　図１は取付板２内に取り付けられた誘導近接センサ１を示す図である。センサの筺体は
実質的に非強磁性金属で作られた円筒スリーブ３からなり、それは外側がねじ切りされて
取付板２の対応するねじ切り貫通孔内へねじ込まれ、スリーブ軸に垂直な筺体のセンシン
グ面４が取付板２の前面５と同一平面となるようにされる。同一平面取付という用語は以
後嵌込の同義語として使用され、取付板の貫通孔は取付板の前面５近くで拡大されず、セ
ンサ１の前部周りにスペースは提供されないことを意味する。
【００２３】
　図２は図１に従って取付板２内に取り付けられた誘導近接センサ１およびそのセンシン
グ面４の前に配置されたターゲット板６を含む構成の略図である。センサは電気回路およ
び磁気回路を有し、それらは別々に示されている。センサコイル７を有する電気回路がブ
ロック図として示されており、磁気回路は磁界線８および磁界に露呈される材料の異なる
本体、すなわち、センサコイル７のオープン・ポット・コア９、このコア９を半径方向に
取り囲む筺体スリーブ３、取付板２およびターゲット６により表わされる。これらの本体
は円筒形で円形断面のスリーブ３の中央を通る切断面で断面図として示される。電気回路
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および磁気回路はセンサコイル７によりリンクされる。
【００２４】
　センサ回路とも呼ばれる電気回路はＲＬＣ発振器１０を含み、その誘導コンポーネント
Ｌはセンサコイル７およびこのコイルのコア９により形成される。コア９は１よりも大き
い比透磁率を有する材料、典型的にはフェライト、により構成される。センサコイルの磁
界はターゲット６内に渦電流を発生し、これらの渦電流により生じる電力損失は、ターゲ
ット距離ｘと呼ばれる、センシング面４とターゲット６間の距離が減少するにつれ発振器
１０をますます減衰させる負荷を表す。
【００２５】
　センサ回路は、さらに、測定回路１１および出力回路１２を含んでいる。測定回路１１
は減衰の単調関数である電気量に基づいて発振器減衰を測定するように設計される。発振
器の電子的設計に応じて、この量は、たとえば、発振器の振幅または発振器の帰還増幅器
の出力電流とすることができる。測定回路は信号変換ユニット１４を含み、整流器１３が
それに先行することができる。近接スイッチの信号変換ユニット１４は減衰をここでは動
作閾値とも呼ばれる予め定められた基準閾値と比較する比較器である。これに反して、ア
ナログ近接センサの信号変換ユニット１４はゼロと減衰が基準閾値に対応する距離との間
の値に対するターゲット距離ｘの線形関数である測定回路の出力信号を発生するように設
計された伝達関数を有する。
【００２６】
　信号変換ユニット１４の出力信号は信号処理により筺体の外側で利用できるようにされ
るセンサの出力信号を形成するために出力回路１２により調整される。
【００２７】
　標準サイズ・ターゲットが前記したように発振器を予め定められた基準閾値まで減衰さ
せるターゲット距離ｘがセンサの範囲を規定する。スイッチング型のセンサの範囲は動作
距離とも呼ばれる。
【００２８】
　図３はターゲット距離の関数としての相対発振器減衰Ｑｒｅｌのグラフを示す。長距離
センサの基準閾値は９０％ラインよりも上である。この動作点において曲線はいくぶん平
坦であり、取付板により生じる小さな減衰でもセンサ範囲に著しいインパクトを与える。
それにもかかわらず、センサコイルのコアを半径方向に取り囲む導電要素のジオメトリお
よび電気抵抗率は取付板内に嵌め込まれたセンサの範囲が非嵌込センサの範囲（取付板の
無い同じセンサの範囲）に一致するように適合できるため、金属取付板（通常、軟鋼取付
板）内に嵌込可能な長距離近接センサの設計が可能である。
【００２９】
　このアライメント（一致）の精度が高いほど、センサの嵌込可能性が良くなる。嵌込可
能と見なされる誘導近接センサに対して、嵌込状態でのその範囲は非嵌込状態でのその範
囲から著しく違ってはならない。前者と後者間の３０％よりも多い差は著しいと見なされ
る。好ましくはこの差は２０％を超えず、より好ましくはこの差は１０％を超えない。
【００３０】
　導電要素は筺体の一部を形成したり筺体内に配置したりすることができる。通常、セン
サコイルのコアを取り囲む導電要素の１つは筺体の金属スリーブ３である。さらなる要素
はこのようなスリーブまたはコアとスリーブ間に半径方向に配置される１つ以上の要素の
内面および／または外面に施される金属層を含むことができる。
【００３１】
　コアを半径方向に取り囲む要素は半径方向でコアの外側にありしかも軸方向でコアに近
い要素であり、それらはセンサの嵌込および／または非嵌込状態においてセンサコイルの
磁界に少なくとも一部露呈される。コアは磁界を筺体の前端へ向けるため、軸方向におい
て、これは部分的または全体的にコアの前にある要素を含む。逆に、磁界に露呈されずか
つ渦電流を通さないスリーブ３の後部のジオメトリはセンサ・ターゲット構成内の渦電流
損に影響を及ぼさない。したがって、コアを取り囲む中空円筒金属部材を表すスリーブの
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前部はコアを取り囲む導電要素と見なされる。一般的な原則として、コアの後端の後ろに
あるものは全て無視することができる。
【００３２】
　コアを取り囲む全ての導電要素は発振器の動作周波数における各材料の表皮深さよりも
半径方向において薄く、シールドとして作用しない。導電要素の半径方向厚さが一定でな
ければ、このルールはこのような要素の最も薄い点に適用される。たとえば、外側にねじ
切りされた筺体スリーブの厚さはねじの最も深い点におけるその厚さである。
【００３３】
　図４は取付板２内に嵌め込まれたセンサ１を示す。センサの筺体は実質的に外側にねじ
が切られた円筒金属スリーブ３からなっている。スリーブ３の前端はプラスチック閉鎖キ
ャップ１５により閉鎖される。筺体の前端のセンシング面４はプラスチック・キャップ１
５の底の外面であり、それは筺体の前壁１６を形成する。センシング面４はスリーブ３の
前端と同一平面である。センサコイル７のオープン・ポット・コア９は前壁１６の後ろの
スリーブ内に配置されてその開放側はセンシング面４に向けられ、センサコイル７の磁界
はセンシング面４の前のターゲット６へ向けられるようにされる。この例では、筺体の外
面により区切られたスペース内のコア９を半径方向に取り囲む唯一の導電要素はスリーブ
３の前部である。この構造は、少なくともスリーブ直径Ｍ５０まで、異なるサイズのセン
サに対して使用される。
【００３４】
　次に、ＦＥＭシミュレーションにより導電要素を適切に適合させる方法が提示される。
センサ１、そのセンシング面４の前のセンサの定格範囲Ｓｎにおけるターゲット６、およ
びその中にセンサが嵌め込まれている取付板２（たとえば、図４に示すような）からなる
構成において、渦電流損の総量に影響を及ぼすことなく取付板２を取り外すことができれ
ば、嵌込センサの範囲は非嵌込状態の同じセンサの範囲と揃えられる。この状態が満たさ
れるかどうかを確かめるために、この構成内の渦電流損がＦＥＭシミュレーションを使用
して求められる。
【００３５】
　この構成をシミュレーションするためのモデルにおいて、磁気回路内の各本体がそのジ
オメトリ、透磁率および電気抵抗率により明示される。標準ターゲットは厚さが１ｍｍで
側面はセンサの定格範囲のＳｎの３倍である正方形の軟鋼板である。スリーブのジオメト
リの明示はスリーブの前部に限定することができ、好ましくは、正確な結果を得るために
そのねじの正確なジオメトリを含んでいる。ＦＥＭシミュレーションに対して明示する必
要があるさらなるパラメータはセンサコイルの巻線数、発振器の動作周波数および（一定
）コイル電流またはコイル電圧の強さおよびコイル抵抗である。
【００３６】
　このシミュレーション・モデルに基づいて、本構成内の渦電流損の総量がＦＥＭシミュ
レーションにより数値計算される。シミュレーションは取付板を含む構成および取付板の
無い同じ構成に対して実施され、総渦電流損の差が求められる。この差がゼロに近くなけ
れば、コアを取り囲む導電要素の性質がシミュレーション・モデル内のその仕様において
幾分修正され、取付板の有るおよび無い状況間の総渦電流損の差を再計算するためにシミ
ュレーションが繰り返される。この例では金属スリーブはコアを取り囲む唯一の導電要素
であるため、増分修正される性質は好ましくはその電気抵抗率である。スリーブの抵抗率
に対してなされた増分変化によるこの差の進展を観察して、この抵抗率を取付板の有るお
よび無い総渦電流損の差がゼロに近い値に調整することができる。
【００３７】
　これは取付板が有っても無くても総渦電流損が同じケースである。電気回路内で、総渦
電流損はセンサコイルの並列等価回路内の等価抵抗として表わすことができる。この観点
から、スリーブ・メタルの抵抗率は取付板の有るおよび無い構成内のコイルにより知覚さ
れた等価抵抗率が同じとなるように調整される。
【００３８】
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　図５は、筺体のスリーブ３の電気抵抗率ρｓの異なる値に対して、３ｍｍの定格範囲Ｓ

ｎを有するサイズＭ８のセンサで、図４に従った構成に対して計算された総渦電流損Ｐｔ

ｏｔの値のグラフ表現である。黒点は非嵌込状態（取付板無し）に対する値を表わし、白
丸はセンサの嵌込状態（取付板有り）に対する値を表わす。コア内の電力損失は一定で小
さいものと見なされ、計算を単純化するためにそれは省略されたオフセットを表すにすぎ
ない。取付板が有るおよび無い場合の総渦電流損を表すグラフは交差する。この交差点に
おいて、スリーブ・メタルは１８μΩ・ｃｍの電気抵抗率を有する。この抵抗率を有する
金属を使用してシミュレーションに使用されたモデルに明記されているようなセンサのス
リーブを形成すると、軟鋼取付板内に嵌め込まれた時のその範囲は非嵌込状態におけるそ
の範囲と完全に揃えられる。
【００３９】
　金属取付板内に嵌め込む誘導近接センサのこの設計方法は１０％以下の基準閾値、また
は前式（３）により規定される最少範囲を超える定格範囲により特徴づけられる長距離セ
ンサの設計にとって特に有用であることが判った。
【００４０】
　スリーブ・メタルはその電気抵抗率に対して選択する必要があるため、この金属はある
応用に対しては化学的不活性が不十分となることがあり、スリーブの外面をクロム等の異
なる金属で被覆することが必要となることがある。このような被覆はスリーブの所要抵抗
率を決定するためのＦＥＭシミュレーション・モデルに明記する必要があるコアを取り囲
む導電材料の追加要素を表す。
【００４１】
　筺体スリーブの前部がセンサのコアを取り囲む唯一の導電要素であれば、スリーブの外
面に塗布することができるクロム等の適切な材料の保護被覆に加えて、取付板が有るおよ
び無い場合の総渦電流損のアライメントに必要な非強磁性スリーブ材料の抵抗率は１５μ
Ω・ｃｍおよび５０μΩ・ｃｍ間の範囲内である。このタイプの典型的な金属は、銅、ニ
ッケル及び亜鉛を含む合金である。
【００４２】
　本明細書に示されている抵抗率の他の値と同様、これらの値も２０°Ｃの温度における
各材料に関連している。
【００４３】
　図６は誘導近接センサのもう１つの実施例の前部を示している。センサコイル７、その
コア９および金属スリーブ３を含む筺体のジオメトリは、スリーブ前部においてスリーブ
内面に被覆１８が施される点を除けば、図４に示すものと同一である。スリーブ３’は図
４および５について前記した方法に従ってセンサの完全嵌込可能性に対して求められた値
よりも高い電気抵抗率を有する非強磁性金属からなっている。好ましくは、ステンレス鋼
製スリーブがその化学不活性のために使用される。スリーブの過剰な電気抵抗率は被覆（
又はコーティング、以下単に“被覆”という）１８を施して補償することができ、好まし
くは、それも非強磁性材料からなりその電気抵抗率はスリーブの金属のそれよりも低い。
【００４４】
　被覆１８の材料、ジオメトリおよび正確な配置に応じて、嵌込および非嵌込状態におけ
るセンサ範囲間の差は正または負となり、この差がゼロとなるちょうど１つの被覆厚さが
ある。この厚さを求めるために図４について前記したようにＦＥＭシミュレーションを使
用することができる。この場合、好ましくは個別のシミュレーション・サイクル間で変え
られる性質は被覆１８の性質、すなわち、その厚さまたはその電気抵抗率である。
【００４５】
　スリーブの材料とは無関係に、被覆の電気抵抗率が１５μΩ・ｃｍよりも低ければ、少
なくともＭ５０までの任意の通常サイズのセンサに対して４０μｍの被覆厚さは最大値と
考えられる。一般的に言えば、嵌込および非嵌込状態におけるセンサの範囲を一致させる
ために、被覆が薄いほど被覆材料の電気抵抗率は低くする必要がある。被覆材料の電気抵
抗率が１０μΩ・ｃｍ（例、真鍮）よりも低ければ、３０μｍの被覆厚さは最大値と考え
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られ、被覆材料の電気抵抗率が５μΩ・ｃｍ（例、銅、アルミニウム、金）よりも低けれ
ば、２０μｍの被覆厚さは最大値と考えられる。金属被覆の実際の厚さは適用可能な最大
値よりも小さく、各センサの特殊性に基づいて、特に、図４について前記した方法に従っ
て求める必要がある。
【００４６】
　図４（金属被覆１８無し）および図６（金属被覆１８有り）の例に従って近接センサの
嵌込可能性を最適化する方法は同じ物理的原理に基づいていることは注意する価値があり
、センサコイルのコアを取り囲む導電要素は取付状態においてターゲット、取付板および
センサ筺体の導電要素間に分布された渦電流損の総量が非嵌込状態において取付板無しで
生じる渦電流損に等しくなるように調節される。特に、金属被覆１８はシールドの機能を
持たない。事実、取付板をセンサコイルおよびコアから有効に遮蔽する金属被覆は本発明
に従って渦電流損の分布を調節する手段として作用することができない。したがって、金
属被覆１８の厚さは好ましくは発振器の動作周波数における被覆材料の表皮深さの半分よ
りも少なく、より好ましくは、この表皮深さの３０％よりも少ない。前記したように、セ
ンサの十分長い動作距離を保証するために、この動作周波数は好ましくは５０ｋＨｚより
も上である。
【００４７】
　図７は図６に示すものと同様なセンサの前部を示す。主な違いは金属被覆１８”がスリ
ーブの内面には施されずにプラスチック・キャップ１５の周壁１７の内面に施され、それ
はスリーブ３”およびコア９間の間隙内へ延びる。もう１つの違いはプラスチック・キャ
ップ１５が金属スリーブ３”の前端上に幾分突出することである。
【００４８】
　本発明の精神および範囲内で多くのバリエーションおよび修正が可能である。
【００４９】
　被覆（又はコーティング）１８，１８”の代わりに、金属の薄膜（又はフィルム、以下
単に“膜”という）を使用することができる。
【００５０】
　被覆１８，１８”または膜は他の位置、好ましくは、コアとスリーブ間のどこかに配置
することができ、被覆または膜をスリーブの内面（図６に示す）上またはコアの半径方向
外面上に配置する可能性も含まれる。
【００５１】
　被覆または膜（薄い金属層）が施される表面は、好ましくは、実質的に円筒形であるが
、表面上に円錐形の金属被覆が堆積されることとなる、円錐形キャリア表面等の円筒形か
らの逸脱も可能である。
【００５２】
　ポット形状コアの代わりに、Ｅ字型コアまたはＵ字型コアを使用することができる。こ
れらのコア形状の共通特徴は一面が開放されており、センサコイルの磁界を主として一方
向へ向けるようにされていることである。
【００５３】
　図４または６に従った実施例では、キャップ１５は無しで済ますことができ合成樹脂を
使用してスリーブ３をその前端で閉じることができる。この場合、コアを覆う樹脂層は筺
体の前壁を形成する。
【００５４】
　ねじ切りスリーブ３の代わりに、滑らかな外面を有する金属スリーブを使用することが
できる。金属スリーブ３の断面形状は必ずしも円形ではない。たとえば、方形円筒形の外
形を有する金属スリーブを使用することができる。
【００５５】
　最後に、金属スリーブ３の代わりに合成筺体を使用することができる。この場合、コア
９はセンシング面４に垂直な合成筺体内に配置された中空円筒形金属部材により取り囲ま
れる。本発明の目的に対してはリング状の金属部材で十分であり、この金属部材は図６に
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おいてスリーブ形状金属部材について記述したのと同様に金属層と組み合わせることがで
きる。
【符号の説明】
【００５６】
　１　誘導近接センサ
　２　取付板
　３、３’、３”　スリーブ
　４　センシング面
　５　前面
　６　ターゲット板
　７　センサコイル
　８　磁界線
　９　コア
　１０　発振器
　１１　測定回路
　１２　出力回路
　１３　整流器
　１４　信号変換ユニット
　１５　筺体キャップ
　１６　前壁
　１７　周壁
　１８、１８”　被覆

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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